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合
併
後
の
取
り
組
み

▼
集
中
改
革
プ
ラ
ン

　
市
で
は
、
平
成
　
年
２
月
に
市
の

１９

行
政
改
革
の
方
向
性
を
定
め
た
「
日

光
市
行
政
改
革
大
綱
」
と
、
そ
の
具

体
的
な
取
り
組
み
内
容
と
目
標
を
設

定
し
た
「
日
光
市
集
中
改
革
プ
ラ

ン
」
を
策
定
し
ま
し
た
。
こ
れ
ら
に

基
づ
き
、
事
務
事
業
や
料
金
の
統
一
、

指
定
管
理
者
制
度
の
導
入
、
人
件
費

の
削
減
な
ど
を
実
施
し
、
平
成
　
年
２１

度
ま
で
に
、
約
　
億
７
、０
０
０
万

３２

円
の
財
政
的
効
果
が
得
ら
れ
ま
し
た
。

平
成
　
年
度
ま
で
の
取
り
組
み
状
況

２１

は
、
次
の
と
お
り
で
す
。
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４１

噛
未
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…
　
件（
　
％
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▼
職
員
数
の
削
減

　
平
成
　
年
４
月
の
職
員
数
は
、
１
、

１８

３
４
０
人
で
、
平
成
　
年
度
決
算
額

１８

に
お
け
る
職
員
給
与
費
は
約
　
億
円

７１

と
な
っ
て
い
ま
し
た
。
そ
の
た
め
、

平
成
　
年
２
月
に
「
日
光
市
職
員
定

１９

員
適
正
化
計
画
」
を
策
定
し
、
勧
奨

退
職
者
制
度
や
技
能
労
務
職
員
の
退

職
者
不
補
充
な
ど
に
よ
り
、
職
員
数

の
削
減
を
実
施
し
て
き
ま
し
た
。

　
そ
の
結
果
、
職
員
数
は
平
成
　
年
２２

　
平
成
　
年
２
月
に
第
一
期
組
織
機
構
改
革
計

２１

画
を
策
定
し
、
平
成
　
年
度
か
ら
　
年
度
ま
で

２１

２３

の
基
本
的
な
組
織
機
構
を
定
め
ま
し
た
が
、
市

民
ニ
ー
ズ
や
社
会
情
勢
は
、
め
ま
ぐ
る
し
く
変

化
し
て
い
ま
す
。
そ
こ
で
、
平
成
　
年
４
月
か

２３

ら
新
た
な
行
政
課
題
に
的
確
に
対
応
す
る
た
め
、

組
織
体
制
を
次
の
と
お
り
強
化
し
ま
す
。

【
新
設
す
る
部
署
】

◎
ま
ち
づ
く
り
推
進
課

　
中
心
市
街
地
活
性
化
計
画
に
基
づ
く
事
業
を

進
め
る
た
め
、
建
設
部
ま
ち
づ
く
り
推
進
課
を

新
設
し
、
シ
ョ
ッ
ピ
ン
グ
プ
ラ
ザ
日
光
に
配
置

し
ま
す
。

◎
庁
舎
整
備
準
備
室

　
本
庁
、
総
合
支
所
な
ど
の
庁
舎
整
備
を
計
画

的
に
進
め
る
た
め
、
総
務
部
管
財
課
に
庁
舎
整

備
準
備
室
を
新
設
し
ま
す
。

◎
収
納
対
策
室

　
使
用
料
や
負
担
金
な
ど
税
外
収
入
の
徴
収
強

化
を
図
る
た
め
、
総
務
部
収
税
課
に
収
納
対
策

室
を
新
設
し
ま
す
。

【
廃
止
す
る
部
署
】

◎
日
光
地
域
整
備
課

　
世
界
遺
産
地
区
に
お
け
る
ま
ち
づ
く
り
交
付

金
事
業
の
終
了
に
伴
い
、
建
設
部
日
光
地
域
整

備
課
を
廃
止
し
ま
す
。
な
お
、
必
要
な
事
務
は

都
市
計
画
課
へ
移
管
し
ま
す
。

　市では、合併後、行政改革に積極的に取り組み、効率的かつ効果的

な行政経営に努めてきました。

　今回は、行政改革のこれまでの取り組みや、４月から変わる組織な

どについてお知らせします。

くわしくは　行革・情報推進課　行革推進係　緯２１‐５１４７

４
月
か
ら
組
織
の
一
部
が

変
わ
り
ま
す

４
月
ま
で
に
　
人
減
少
し
ま
し
た
。

１９０

平
成
　
年
度
決
算
に
お
け
る
職
員
給

２１

与
費
は
、
約
　
億
円
と
な
り
４
年
間

６０

で
　
億
円
の
財
源
を
生
み
出
す
こ
と

１１
が
で
き
、
他
の
事
業
に
充
て
る
こ
と

が
可
能
と
な
り
ま
し
た
。

費用別決算状況割合 職員数および職員給与費の推移

２０１１年３月号５

市
民
評
価
の
結
果
を
お
知
ら
せ
し
ま
す

　
市
で
は
、
事
務
事
業
見
直
し
の
た
め
、

毎
年
度
、
職
員
に
よ
る
行
政
評
価
を
実
施

し
て
き
ま
し
た
。

　
今
年
度
は
、
職
員
の
評
価
に
加
え
、
市

民
の
皆
さ
ん
の
視
点
か
ら
評
価
や
ご
意
見

を
直
接
伺
い
、
よ
り
市
民
ニ
ー
ズ
を
捉
え

た
見
直
し
を
目
指
し
て
、
公
開
に
よ
る
市

民
評
価
を
実
施
し
ま
し
た
。

　
市
民
評
価
の
主
な
ご
意
見
お
よ
び
対
応

方
針
に
つ
い
て
は
、
下
表
の
と
お
り
で
す
。

　
な
お
、
市
民
評
価
の
ご
意
見
を
参
考
に
、

予
算
編
成
に
お
け
る
見
直
し
の
視
点
と
し

て
、
次
の
基
本
事
項
を
設
定
し
、
全
事
務

事
業
を
対
象
に
検
討
を
行
い
ま
し
た
。

【
見
直
し
の
視
点
】

①
そ
も
そ
も
事
業
が
必
要
で
あ
る
か

②
サ
ー
ビ
ス
に
該
当
す
る
対
象
者
が
、
事

　
業
目
的
に
合
致
し
て
い
る
か

③
数
値
目
標
の
設
定
が
的
確
で
あ
る
か

④
申
請
書
記
入
や
手
続
き
を
簡
略
化
で
き

　
る
か

⑤
事
業
Ｐ
Ｒ
・
周
知
が
効
果
的
で
あ
る
か

主 な ご 意主 な ご 意 見見 対 応 方対 応 方 針針

市民評価の主なご意見および対応方針

※この他に、自主防災組織育成事業、子ども医療費対策事業など、全２１事務事業の市民評価を実施

しました。詳細は、市ホームページからご覧になれます。また、情報公開コーナー（本庁舎２階）

や各総合支所総務課でも閲覧できます。

【市民評価の概要】

と　き　９月５日（日）・

１２日（日）　午前９時３０分

～午後５時

ところ　市役所会議室

市民委員会構成

　　　公募委員３名

　　　各種団体代表６名

　　　進行担当者２名

　　　（宇都宮大学教授）

評価対象　２１事業

閣

広報紙発行事業

焔市民に親しまれる広報、市民参画を促

す広報となるように希望する。

焔市の一体感ということを考えれば、各

地域の情報こそ、市広報紙に掲載し、

市民全体で共有すべきである。

　各地域の情報や多くの市民の方を掲載し、親

しみやすく、わかりやすい紙面づくりを目指し

ます。また、各地域の活性化を目的に発行する

地域広報紙については、地域に密着した独自の

情報を掲載していきます。

防犯灯設置補助事業

閣
焔設置必要・不必要の場所を、市が主体

的に確認するべきである。

焔市民ニーズに合った手段での実施を希

望する。

　設置場所の調査を実施し、設置の基準となる

考え方を整理した上で、各自治会に設置・撤去

の再検討を依頼します。また、将来的な維持経

費縮減のため、ＬＥＤ型防犯灯の設置について

検討します。

敬老祝金事業

閣
焔他市の状況をなども参考にし、支給対

象年齢や支給金額などを見直し、事業

の縮小を図ってはどうか。

　９９歳および１００歳の２年連続支給になってい

る部分について、９９歳支給を廃止します。

観光協会運営適正化業務

閣
焔補助金の使途の透明化を図るべきであ

る。

焔観光協会が自立した組織となるよう、

育成・支援に努めるべきである。

　市からの指導や助言を強化し、協会の予算

書・決算書を公表することで、使途の透明化を

図ります。また、協会の統合も考慮の上、自立

した組織づくりのため、人材育成などの支援を

行います。


